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	 将来的なコネクティッド車両や自動走行車両の普及により，個別車両の挙動を制御することで交通流の

全体最適を図ることが可能になると予想される．とりわけ，高速道路のボトルネックでは，車線利用率の

偏りによる交通容量の低減が指摘されており，その是正による交通流を最適化する余地が十分存在すると

考えられる．本研究では，最適化理論ベースで車線利用率を是正する動的車線課金システムを提案する．

具体的には，観測される車線利用率曲線は，車線毎の密度に基づいて定義される効用に対し，利用者均衡

の状態を反映したものと解釈する．その上で，効用関数の推定を行い，社会最適状態に相当する車線利用

率を実現するための課金項を効用関数に導入することで，提案する動的車線システムを表現する．さらに，

高速道路の単路部ボトルネックでの適用を念頭に，諸制約を考慮した事前の課金方法を提案し，シミュレ

ーションベースでその効果を検証する． 
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1.	 はじめに 
 
日本の高速道路では，サグなど国土の地形的要因や，

また，高速道路網の整備が不十分で複数ルートの選択

ができないことにより，単路部をボトルネックとして

発生する渋滞の割合が多い．例えば，NEXCO中日本
(株)による統計では，渋滞原因の62%程度がサグやト
ンネルなど単路区間中の道路構造に起因することが明

らかとなっている1)． 
一般に，単路区間のボトルネックでは，交通量が多

くなるにつれて，追い越し車線側に交通需要が集中す

ることにより，車線合計としての交通容量に満たない

交通需要で渋滞が発生することが知られている2), 3), 4)．

その対策として，走行車線の利用維持を道路利用者に

呼びかけることで，渋滞発生時交通量を改善する効果

があることが報告されている5)．また，ボトルネック

直前に付加車線を設置することで，車線利用率が改善

し，ボトルネックの交通容量の増大に寄与するとの報

告もなされている2)． 
これらの車線誘導は将来的なコネクティッド車両や

自動走行車両の普及により，柔軟かつ高度に実用展開

が可能になると考えられる．たとえば，塩見らは，ボ

トルネックにおける速度変動を予測するモデルを構築

し，そのモデルの感度分析を行うことで，ボトルネッ

ク上流地点で車線変更誘導を行うことでボトルネック

における速度低下を抑制できる可能性を示している6)

他，鈴木らはACCの将来性能を考慮したミクロ交通流

シミュレーションを用い，車線変更挙動モデルのパラ

メータを調整してキープレフトの傾向を強めることで

断面交通量を増大可能であることを示している7)．し

かしながら，これらの取り組みは，改善効果は発現し

ているものの，理論的に交通処理量を最大化している

訳ではなく，必ずしも最適な状態を達成できていると

は限らない．それに対して，Yao et al. はミクロ交通流
シミュレーションを用いて，個別車両の利用者線を遺

伝アルゴリズムで最適化することで交通流率の改善が

可能であることを示している8)．しかしながら，当該

の手法では計算負荷が極めて高く，実道路における動

的な制御への展開を視野にいれるためには，別のアプ

ローチが必要となろう． 
そこで本研究では，Shiomi et al.によって構築された
多車線マクロ交通流モデル9)をベースに，車線別の断

面交通量および平均速度の観測に基づき，各車線の利

用に対して課金／割引をすることで，対象区間におけ

るスループットを最大化する手法を提案する．このよ

うな取り組みとして，米国で行われているHOT（High 
Occupancy Toll）10)やEL（Express Lane）11)の運用が挙げ

られる．これらの方策は車線利用料金を支払った車両

に対して速達性を保証するものである．片側2車線や3
車線の区間が一般的である日本の高速道路事情を考慮

すると，1車線分の交通密度をコントロールして高い
走行速度を維持した場合，他の車線への負の影響が大

きく，全体としては遅れ時間を増大させる可能性が指

摘されている12)．対して，本研究で提案するシステム
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は，車線毎にFundamental Diagram（FD）が規定されて
いるとの仮定のもと，当該区間の車線合計の交通密度

に基づいて断面におけるスループットを最大化する車

線利用率を算出する．その上で，算出された最適な車

線利用状態に近づくよう，車線に対して課金，あるい

は割引を行う点において，従来のアプローチとは一線

を画するものである． 
本稿の構成は以下の通りである．まず第1章では，

本研究の背景と目的，および既往の研究体系における

本研究の位置づけを述べた．第2章では，本研究のベ

ースとなる多車線マクロ交通流モデルの概要を説明す

る．続く第3章では，車線交通量の最適化とそれを実

現する課金／割引額の算出方法について詳述し，第4

章にて，仮想的な円形道路に動的車線課金を適用し，

その結果について考察を行う．最後に，第5章で本研

究の結論と今後の課題を述べる． 
 

2.	 多車線マクロ交通流モデルの概要 
 
本研究では，車線毎に FD が定義され，車線 l にお
ける交通密度 klに応じて走行速度 vlが式(1)の通りに決
定されると仮定する． 

𝑣! = 𝑓! 𝑘!  (1) 
単路区間では，車線間での車両の増減はあるものの，

交通量保存則は成立するため，その関係は式(2)として
記述される． 

𝜕𝑘!
𝜕𝑡

+
𝜕 𝑘!𝑓!(𝑘!)

𝜕𝑥
= 𝜙! , 𝑙 = 1,2,… , 𝑛 (2) 

式中の非斉次項φlが車線間での車両の移動による収支

を表現している．すなわち，微小区間において微小時

間の間に車線 l から車線 l’へ車線変更する車両台数を 
φl→l’と表したとき，式(2)の右辺は， 

𝜙! = 𝜙!!→!
!!!!

− 𝜙!→!!
!!!!

 (3) 

と記述され，車線 lに入ってくる台数（第 1 項）と車
線 lから出ていく台数（第 2 項）の差として与えられ，
各車両の車線選択行動を反映して決定される． 
単路区間において，車両が走行する車線を選択する

際には，  
・	走行速度の高い車線を選択することにより所要時

間を短縮させようとする項 
・	キープレフトの原則を遵守する項 
からなる効用関数に従うと仮定する．このとき，時刻

tにおいて，車両が車線 lを利用することによるコスト
cl(kl)は交通密度 kl(t, x)の関数として式(4)として表される． 

𝐶! 𝑘! = 𝑐! 𝑘! + 𝜀 
= 𝛼! + 𝛽! 𝑓! 𝑘! !! + 𝜀 (4) 

ただし，αlは車線 lを走行することにより交通量レ
ベルに関わらず生じるコストを表す．キープレフト原

則のため，走行車線では追越車線より小さい値として

設定されるべき変数である．βlは速度の逆数，すなわ

ち単位距離あたりの所要時間に関する係数を表す．ε

は認知誤差やドライバーによる希望速度の差異を表す

確率項である． 
確率項εが平均 0，分散パラメータθのガンベル分布
に従うとすると，各車両が車線 lを選択する確率は， 

𝑝! 𝐾 =
exp −𝜃𝑐! 𝑘!
exp −𝜃𝑐! 𝑘!!

 (5) 

と記述される．ただし，K(t, x)は各車線の交通密度の合
計値を表す．なお，式中，時間・空間を指定する(t, x)
は簡単のため省略している． 
一般に，密度と車線利用率には一定の関係性がある．

本モデルでは，密度と車線利用率の関係を，車線交通

量が均衡状態に達している状態であると解釈する．す

なわち，各車両が走行に関わるコストを改善するよう

に車線変更を繰り返す中で，全体としては車線交通量

の均衡状態へと向かうものとして，車線変更を表現す

る． 
車線交通量の均衡状態は式(6)で表現される． 

𝑝!∗ =
exp −𝜃𝑐! 𝑘!∗

exp −𝜃𝑐! 𝑘!∗!
 

=
𝑘!∗

𝐾
 

(6) 

ただし，*は均衡状態を表す符号である． 
このとき，車線間の交通量の収支を， 

𝜙! =
1
𝜏
𝐾 ∙

exp −𝜃𝑐! 𝑘!
exp −𝜃𝑐! 𝑘!!

− 𝑘!  (7) 

と与えることで，車線交通量の均衡状態へと漸近させ

ることができる．ただし，τは 1以上の定数を表す． 
このモデルをGodunov法により離散化して解くこと
で，車線変更を考慮し，かつ密度に対する車線交通量

の均衡状態の再現性を担保する多車線交通流を表現す

る． 
 

3.	 車線別課金／割引の考え方 
 
式(6)で記述される車線利用率の均衡状態は，各ドラ
イバーが各車線の状況を認識し，そのコストを最小化

しようと車線の選択を行った結果として出現するもの

であり，確率的利用者均衡の状態であると言える．一

方で，利用者均衡時には死加重が発生するため，社会

的に最適な状況とは乖離する．このギャップを埋める

ため，車線毎の利用に対して課金／割引を行うことに
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より，外部効果を内部化し，社会的最適な状況を実現

させることが可能となる． 
ここで，単路部の交通流状態が社会的最適である状

況とは，道路断面におけるスループットが最大化され

ている状態であると考えられる．いま，全車線合計の

交通密度 Dが一定であるとすると，スループットを最
大化する時の各車線に配分される交通密度𝑑!∗ (𝑖 =
1, . . , 𝑛) は以下の最適化問題[P-1]の解として決定される． 

max𝑍 𝒅 = 𝑑! ∙ 𝑓! 𝑑!
!

 

subject to 

𝐷 = 𝑑!
!

 

𝑑! ≥ 0 

[P-1] 

この状態を出現させるため，式(8)に示す通り，車線 i
のコスト関数に課金／割引項 Ti(k)を導入する． 

𝐶!!"## 𝑘! = 𝑐! 𝑘! + 𝑇! 𝐤 + 𝜀 
= 𝛼! + 𝛽! 𝑓! 𝑘! !! + 𝑇! 𝐤 + 𝜖 (8) 

なお，課金額の徴収，あるいは割引額の支払いは，

ETC のような路車間通信により実施されることを仮定
する．すなわち，料金の受け渡しに関わる追加的なコ

ストは発生せず，また，ドライバーは車線利用に関わ

る課金額・割引額を十分に認知しているものとする． 
ここで，n車線中，車線 i ∈ Ψ に課金／割引が適用
される状況を考える．ただし，Ψは課金／割引対象と
なる車線の集合を表し，その要素数は，以下を満たす

ものとする． 

Ψ ≤ 𝑛 − 1  

車線毎の交通密度が kである場合に，最適な交通密
度 d*の状態に向かう方向に車線変更されていくよう，

適切に課金／割引額 Tiを設定する必要がある．そのた

めには，任意時点の交通密度 k，最適交通密度 d*，課

金／割引額 Tiの間には式(9)の関係が成立しなくてはな
らない． 

𝑑!∗

𝑑!∗𝑗!𝑖
=

exp −𝜃 𝑐!(𝑘!) + 𝑇! 𝐤  
exp −𝜃 ∙ 𝑐!(𝑘!)𝑗!𝑖

 (9) 

両辺に対数を取り，整理することで，求めるべき課金

／割引額 Ti(k)を求めることができる． 

𝑇! 𝐤 = −𝑐! 𝑘!  

                −
1
𝜃
∙ ln exp −𝜃 ∙ 𝑐! 𝑘!

!!!

               

                −
1
𝜃
∙ ln

𝑑!∗

𝑑!∗!!!
 

(10) 

これより，課金額は，非課金／割引車線の効用のログ

サム項と，最適状況における非課金／割引車線と課金

／割引車線の最適時の交通密度の比率に関する項によ

り構成されていることが分かる．ただし， Ψ = 𝑛 −
1の場合，車線毎に最適な密度を達成するための課金
／割引額を設定することができる一方，課金設備の設

置や運用などのコストがかかることが予想される．ま

た， Ψ < 𝑛 − 1の場合には，非課金車線と課金車線
の交通密度の比率を最適化に向かわせることができる

ものの，非課金車線内での車線利用率は必ずしもそう

なるとは限らない．すなわち，次善の課金／割引手法

に相当することが考えられる． 
 

4.	 仮想単路区間における数値計算例 
 
本章では，動的車線課金／割引の基本性能，および

交通状態の改善効果を検証するため，仮想的な無限延

長の単路区間を想定した数値計算を行う． 
 

(1) 仮想単路区間の設定	
無限延長の単路区間を疑似した片側 3車線の仮想円
形道路を想定する．計算負荷の軽減のため，進行方向

には 3つのセルで構成されるものとし，最下流のセル
から流出した交通流は，最上流のセルへ流入するもの

とする．各セルには車線毎に FDを設定し，同一車線
であれば，進行方向上のどのセルも同一の FD形状を
持つものとする．なお，本研究では，FDは式(11)に示
すDrake式に従うものとする． 

𝑣 = 𝑣! exp −
1
2
∙
𝑘
𝑘!

!

 (11) 

ただし，v, k はそれぞれ速度と密度，vfと kcはそれぞれ

自由流速度と臨界密度を表す． 
FDパラメータ，および式(4)の車線利用効用に関す
る各パラメータは，Shiomi et al.9)で用いられた中国自動

車道上り線宝塚西トンネル付近，20.32kp地点でループ
式車両感知器による車線別の 5分間平均速度，交通量
の観測データ（観測期間：2010年 3月 16日～23日，4
月 20日～30日，5月 1日～18日，7月 15日～31日，9
月 1 日～14 日のうち，事故・規制のない平日 30 日間）
を用いて車線毎にキャリブレーションを行った．各パ

ラメータの設定値を表-1に示す．このときの車線毎の
 

表-1	 パラメータの設定 

 vf 
[km/h] 

kc 
[veh/km] α [x10-2] β [x10-1] θ [x103] 

第 1 
走行 77.0 27.4 0 10.0 

1.086 
第 2 
走行 91.5 30.3 1.509 7.946 

追越 
車線 102.2 31.2 2.014 7.844 
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FD，および密度に対する車線利用率の算出結果を図-1
に示す． 

 
(2) シミュレーションの設定	
数値計算を実行するにあたり，タイムステップ間隔

dt を 10 秒とし，それに従って各セルの区間長を
283.9m に設定した．その上で，交通密度レベル毎に車
線利用率や課金／割引額，およびスループット値を比

較するため，各車線のセルの密度を 1 [veh/km]から 120 
[veh/km]まで 3 [veh/km]ずつ増加させていきながら，各
密度において車線交通量均衡状態を算出した． 
均衡状態の算出に当たっては，Shiomi et al.9)の方法を

用いた．すなわち，与えられた車線合計密度に対して，

各セルに均等に車両を配置した状態を初期状態（タイ

ムステップ数 = 0）とし，式(7)中のτをタイムステップ
数と同値になるように設定した．なお，τは車線やセ

ルによらず同値とする． 
 
(3) 数値計算結果	
第 1 走行車線のみ，あるいは追越車線のみを課金／
割引対象車線にした状況を想定し，交通密度とスルー

プットの関係，および交通密度と課金／割引額の関係

を算出する．ただし，課金／割引額は，式(8)より「単
位距離あたりの時間」の単位で表現される．そこで，

算出された値に時間価値 56.78 円／分 13)をかけ，1km
あたりの金額として求めた．その結果を図-2に示す． 
図-2(a)は，追越車線，あるいは第 1 走行車線に課金
を実施した場合の密度-スループットの関係に加え，一
切の課金を実施しない，すなわち確率的利用者均衡状

態におけるスループット，および最適化問題[P-1]の解
として得られる最適な車線利用が達成できている状況

におけるスループットも併せて示す．これより，追越

車線に課金をする場合，ほぼ最適車線分担時のスルー

プットに近い値となっている一方，第 1 走行車線に課
金した場合には，密度が 50〜70 veh/km の時にわずか
に利用者均衡状態より上回っているものの，概ね同値

か低い値になっていることが分かる．この要因につい

て，課金額の変動と併せて考察を行う． 
まず，追越車線に課金する場合，密度が低い状況で

は，追越車線に−∞の課金（＝ ∞の割引）が適用され，
全ての車両が追越車線を利用する状況となっている．

その後，交通需要が増加するにつれ，割引額が減少し

ていき，密度が 50 veh/km を超えたあたりから，課金
額が正に転じ，追越車線の利用の偏りを抑制する方向

 
(a) スループットの比較 

 
(b) 課金／割引額 

図-2	 1車線のみへの課金／割引実施時 

 
(a) 車線別FD 

 
(b) 交通密度と車線利用率の関係 

図-1	 基本設定時におけるFDと車線利用率曲線 
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へ作用していることが考えられる．また，密度が 70 
veh/km 以上になると課金額が振動している様子が読み
取れる．これは，車線によって渋滞／非渋滞が混在す

る状況にあり，それに従って課金額が大きく変動する

ためであると考えられる．これらの傾向は図-3 に示す
密度に対する車線利用率の変動傾向からも確認するこ

とができる． 
一方，第 1 走行車線のみに課金する場合，密度が低
い状況では，交通容量の低い第 1 走行車線には一切，
車両が存在しないように∞の課金額が課されている．

しかしながら，スループットは利用者均衡状態より低

くなっている．これは，第 2 走行車線と追越車線のみ
に交通需要が負荷されるものの，全体的に交通密度が

低いため，式(4)中のコスト関数の定数項の値が相対的
に大きく，第 2 走行車線に利用が集中し，結果として
利用者均衡時よりもスループットが低くなったものと

考えられる．交通密度が 50〜70 veh/kmの時には，第 1
走行車線に割引きをすることにより，追越車線側に偏

りがちな交通需要を第 1 走行車線にシフトさせること
で，利用者均衡状態よりスループットの高い状況が出

現したものと考えられる．これらの傾向は，図−4に示

す車線利用率の変動からも合理的に説明される． 

以上の結果より，追越車線に課金する場合には，利

用者均衡状態より高いスループットを実現可能である

ことが示された．ただし，交通密度が少ない状況で車

線利用コストを割引くことで追越車線の利用を促進す

る，というのは実際の交通運用を考慮すると非現実的

である．また，高い交通密度で課金額が大きく変動す

る，というのも受け入れられ難いであろう．一方，臨

界に近い交通需要時に追越車線への利用の偏りを抑制

し，スループットを改善するような場合には，利用者

の受容性も高いものと考えられる．今後は，より現実

的な適用場面を想定し，利用者の受容性が高く，かつ

高い効果を発揮するような運用方法について検討を行

う必要があろう． 
 

5.	 おわりに 
 
本稿では，高速道路単路区間における交通密度に対

する車線利用率の関係を，利用者均衡状態として表現

する多車線マクロ交通流モデルを発展させ，車線別課

金によりスループットを最大化するための理論的な枠

組みを提示した．また，仮想的な円周道路を対象とし

た数値計算により，提案する車線別課金システムの挙

動を分析した． 
今後は，具体のボトルネック箇所を対象に，現実の

制約条件を考慮し，社会的受容性が高く，かつ交通流

動の改善効果の得られる車線別課金制度の体系の構築

に取り組みたい．  
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